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マクロシミュレーションを用いた事業効果把握手法に関する研究
～連続立体交差事業をケーススタディとして～ 
RESEARCH ON THE PROJECT EFFECT GRASPING METHOD USING A MACRO SIMULATION． 
A CONTINUATION TWO-LEVEL CROSSING ENTERPRISE IS UNDERTAKEN AN EXAMPLE． 
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法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
 
In recent years, since automobile traffic continues increasing and is required, the measure for the problem of 
traffic tie-up is required for it. A traffic simulation is used in order to analyze the influence of a road traffic policy. 
This research examines the technique of grasping roughly the project effect in the business examination stage 
where a national subsidy is not provided. In this research, transport demand forecasting was performed for the 
continuation two-level crossing enterprise in the Tokyo special ward. When conducting cost-benefit analysis 
using the result, enterprise validity was able to be expected with two enterprises among four enterprises.   
Key Words : A road traffic policy, a traffic simulation, a public-works evaluation technique 
 
 
１． はじめに 
（１）研究の背景，目的 
近年，自動車交通は増え続け，交通混雑の問題にはなお
一層の対策が必要である．これらの問題を解決すべく，新
設道路の計画や，各種交通施策の実施などが議論されてい
る．それらの施策の影響分析を行うための手段として，交
通シミュレーションの役割が重要となっている．交通シミ
ュレーションはミクロシミュレーションとマクロシミュ
レーションに分類できる．ミクロシミュレーションとは，
車両一台一台の挙動をモデル化することにより詳細に交
通の流れをシミュレートするものである．一方，マクロシ
ミュレーションとは，車両の流れを個々の挙動ではなく，
大きな流体として捉え，動きをモデル化するものである．
交通状況の条件設定が複雑であることや，対象とするネッ
トワーク規模と計算速度にトレードオフの関係があるこ
とから，現在用いられている交通シミュレーションの多く
は，車両を流体として一体的に処理することで膨大な計算
を避けるマクロシミュレーションである． 
実務上マクロシミュレーションを用いた解析は行政が
交通コンサルタントなど民間会社に委託することで行わ
れるが，事業実施の企画・立案の段階（以下，事業検討時）
において，その実施は国庫補助金を用いるにはコストが高
価であること．また事業の要否を判断する事に対し,分析
結果を求めるまでの作業量が過剰とも言える．このような
事から，事業検討時における事業の妥当性を概略的に把握
する比較的簡易な手法が求められているが，現状でそうい
ったものは少ない．行われたとしても類似事例を参考にす
る程度に留まるのが現状である． 
そこで本研究では国庫補助金を用いることのできない
事業検討時を前提とし，市販されている交通流解析シミュ
レーションソフトと一般公開されている現地調査を必要
としないデータを用いて事業効果を概略的に把握する実
務を想定した手法を検討する．なお本研究における事業効
果を概略的に把握する手法とは，事業の要否を判断するこ
とのみを指し，交通需要予測に用いる諸条件の設定方法や
事業採択時で行う費用便益分析の諸項目から一般公開さ
れていないデータを用いらない事と定義する． 
（２）既往文献の整理と本研究の位置づけ 
事業検討時から事業採択時の流れ，また既往文献の整理
を行った(図 1)．交通シミュレーションに関する研究は現
況再現性の向上に関する研究，公共事業の妥当性を費用便
益分析用いて複数パターン検討する研究，費用便益分析に
おける新たな指標の提案を行った研究，新たな交通シミュ
レーションを提案する研究が挙げられる．馬場ら 1)は従来
の交通シミュレーションにおけるネットワークに信号デ
ータや道路状況などの情報を用いることで現況再現性の
向上に一定の成果を得ている．溝上ら 2）は需要予測手法と
便益評価手法を用いて，熊本市電の乗り入れと同時にシス
テムを LRT 化する鉄道活性化計画の提案を行っている．
加藤ら 3）は従来の費用便益分析に加え，仮高架化によって
発生する早期発現便益や環境影響指標を用いた便益値の
向上を提案している．安藤ら 4)は交通量配分における時間
軸の欠落に着目し，交通量配分，飽和度計算，交通シミュ
レーションを複合させた検討手法を提案している． 
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 以上より，交通シミュレーションの現況再現性の向上を
追求する論文は数多く存在し，新たな手法の確立も精力的
に研究されている．また交通政策を検討する際，交通シミ
ュレーションを用いた費用便益分析結果を参考に，実際に
事業化された例も数多くある．しかし，シミュレーション
モデルを利用して実施された事業の効果を事後の実測デ
ータを用いて再現性を確認し，事業採択時における効果予
測の精度を検証したものは少ない．理由として，交通施策
の効果範囲が施策前では決定困難であること．また，多く
の実務者が事後評価について必要性や対象範囲の適正化
を認識していながら，事業採択時のデータ入手の困難さや，
コストの増加を懸念し,配慮の対象外としている背景が挙
げられる．しかし，平成 22 年に国土交通省より社会資本
整備総合交付金(1)が創設された事により，事後評価が義務
付けられたため今後,配慮の対象とされる事が予想される．  
これらを踏まえ，本研究では事業採択時における費用便
益分析の結果との比較を行う前段階として，概略的に事業
効果を把握する手法の検討を行う．現状としてデータの制
約上，国庫補助金支給後（以下，事業採択時）における費
用便益分析の結果との比較はできず，本研究では手法の精
度検証について言及できないが，実際に事業が行われてい
ることから事業の妥当性の判断は可能である．この研究は
事業検討時に国庫補助金を投資することなく事業効果を
概略的に把握するための資料として寄与すると考えられ
る． 
  
 
図 1 事業採択の流れと既往文献の整理 
 
２． 研究方法 
本研究では交通解析シミュレーションソフトを用いる
ため，交通政策に関する事業をケーススタディとする．選
定した事業のうち，対象とする事業区間を選定し，事業実
施前と実施後，それぞれについて交通需要予測を行う．そ
の結果を用いて事業検討時における費用便益分析を行い，
各事業の妥当性を把握する．基本的に費用便益分析の結果
で妥当性は確保できないと判断された場合，事業は実施さ
れない．しかし，実際に事業完了している区間を取り扱う
ため，本研究で検討する概略的に事業効果を把握する手法
が有用か否かの判断は費用便益分析の結果を元に行う．  
 
３． 研究対象事業の選定 
近年進められている交通円滑化に関わる事業として連
続立体交差事業（以下，連立事業）がある． 連立事業は
市街地において道路と交差している鉄道を一定区間連続
して高架化又は地下化することで，多数の踏切の除去や道
路との立体交差を一体的に行う都市計画事業である． 
 本研究では実際のプロジェクト費用のデータが公開さ
れていること．また近年多くの連立事業が行われており，
事業完了している区間が多いこと．費用便益分析の手法が
既に確立されていることから，連立事業をケーススタディ
とする．また，連立事業実施箇所が，他の都道府県と比較
して多い東京都特別区を対象地域とする（表 1）．  
 
表 1 各都市における連立事業実施数の割合 
 
 
４． 対象とする連立事業の選定 
対象とする連立事業を表 2 に示す．本研究では，実際に
事業が完了している連立事業区間から対象を選定した．シ
ミュレーションにパーソントリップ調査（以下，PT 調査）
を活用するため，東京都市圏交通計画協議会による第 3回
PT調査から第 5回 PT調査までの期間に事業完了している
ものを抽出し，対象の連立事業とする．その際，東京都特
別区と東京都市町村を跨いでいる事業はシミュレーショ
ンに用いるデータの制約上対象外とする．以上の条件を元
に抽出した結果，対象とする連立事業は「江古田～中村橋
間」，「平和島～六郷土手，京急蒲田，大鳥居間」，「平
塚～旗の台間」，「北品川～南大井間」となった（図 2）． 
 
５． 交通需要予測 
（１）交通需要予測の概要 
本研究では四段階推定法を用い，需要予測を行う．交通
需要予測の流れとしては，東京都都市計画レイヤーを基に
道路ネットワークを作成．PT 調査より計画基本ゾーンに
おける現況 OD 表，将来人口を考慮した OD 表を作成．交
通流解析シミュレーションソフト（JICA STRADA）を用
いて作成したそれぞれのデータを基に多段階配分を行う． 
東京都 愛知県 大阪府 その他
事業中箇所 10 2 7 32
事業完了箇所 18 18 19 83
事業総数 28 20 26 110
割合 14.8% 10.6% 13.8% 58.2%
西武池袋線 江古田～中村橋 1.9 高架 7
京急本線・空港線 平和島～六郷土手、京急蒲田ほか 7.5 高架 28
東急池上線 平塚～旗の台 1.6 地下 13
京浜湘南線 北品川～南大井 3.6 高架 21
第3回 ＰＴ調査 第4回 ＰＴ調査 第5回 ＰＴ調査
昭和 平成除却
踏切
数
立体
化形
式
事業総
延長
（ｋｍ）
事業区間鉄道路線 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27
表 2  対象とする連立事業 
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図 2 対象とする連立事業 
 
（２）交通需要予測の条件設定 
現況人口においては，連立事業完了時の人口指標を用い，
平成 10 年の PT 調査 基礎集計項目(a-1)を基に対象ゾーン
にそれぞれの人口表を作成した．将来人口に関しては，人
口問題研究所日本の地域別将来推計人口（都道府県・市区
町村）5)を基に算出し，現況人口を行政区における割合で
それぞれ乗じたものを使用した． 
 本研究で取り扱う道路は連立事業が都市計画による事
業であることから都市計画道路網を用いる．対象地域の都
市計画道路ネットワークを東京都から借用した都市計画
道路データ 6）を基に作成した（図 3）．また，OD 表から
高速道路に流入する交通量を把握できないため，高速道路
も分析に用いる．最高速度，容量に関しては都市計画道路
の設定値を適用し，ゾーン中心はダミーノードを作成し，
各計画基本ゾーンにおける人口中心を算出する事で設定
した．なお，算定式は(1)，(2)に示す． 
 
  ∑       (  )       (  )    （1） 
 
  ∑              （2） 
 
ｘ，ｙ=人口重心の緯度，経度   =i 基本単位区の人口 
ｘ
 
，ｙ
 
=i 基本単位区の図形中心点の経度，緯度 
 
（３）現況再現性の確認 
 平成 20 年 現況 OD 表を用いて都市計画道路における多
段階配分を行った．配分された交通量と平成 22 年 道路交
通センサス 24時間交通量常時観測地点と定められた全 19 
地点における交通量の実測値を用いて，現況再現性を確認
した(表 3)．混雑度は道路の混み具合を表す指標であり，
道路容量と実測交通量により算出される．現況再現性は再
現度を判断基準とし，多段階配分によって配分された交通
量を実測値で除することで割合として算出した．なお，そ
れぞれの算定式を(3)，(4)に示す．交通シミュレーション
の現況再現度は 7 割程度の既往文献 7）が多い．本研究にお
いても 19 地点の内１地点を除き 7 割以上の再現度を示す
ことができており，概ね現況の混雑傾向を再現できている
と判断した．世田谷区池尻 2-31 の観測地点（図 5） 
 
図 3 都市計画道路ネットワーク 
 
混雑度 ＝(     )            （3） 
 
再現度β( )＝
  
  
             （4） 
 
Q24= 24 時間交通量（台/日) F=大型車混入による補正値 
C24=道路容量（台/日)  Qi=多段階配分交通量(台/日） 
Qj=道路交通センサス 交通量(台/日） 
 
表 3 現況再現性の確認 
 
 
 
図 5 現況再現性の確認例（世田谷区池尻 2-31） 
 
のみ再現度が 64.9%を示している．実際に配分された交通
量を見てみると，道路交通センサスにおける 24 時間交通
量は約 7 万 2 千台なのに対し，首都高速 3 号渋谷線に流入
している車両台数も考慮した配分交通量は約 10 万台とな
一般国道6号 葛飾区新宿3-7 48,000 61,058 1.27 43,859 0.91 71.8 %
一般国道4号 足立区中央本町1-1 48,000 55,103 1.15 40,116 0.84 72.8 %
一般国道4号 足立区平野2-1 48,000 51,343 1.07 44,837 0.93 87.3 %
一般国道17号 板橋区舟渡1-9 48,000 34,312 0.71 40,911 0.85 80.8 %
一般国道17号 板橋区蓮沼町45-10 48,000 51,468 1.07 49,614 1.03 96.4 %
一般国道254号 板橋区南常盤台2-22 48,000 53,660 1.12 47,832 1.00 89.1 %
一般国道254号 板橋区大山町24-8 48,000 50,245 1.05 58,859 1.23 82.9 %
一般国道6号 墨田区東向島6-22 48,000 45,483 0.95 40,764 0.85 89.6 %
一般国道14号 江戸川区大杉1-11 48,000 47,202 0.98 40,925 0.85 86.7 %
一般国道14号 江東区亀戸6-41 48,000 50,017 1.04 49,344 1.03 98.7 %
一般国道357号 江東区新木場1-1 48,000 42,853 0.89 44,724 0.93 95.6 %
一般国道357号 品川区八潮3-3 48,000 31,989 0.67 36,767 0.77 85.1 %
一般国道15号 大田区東蒲田1-11 48,000 35,630 0.74 37,484 0.78 94.8 %
一般国道15号 大田区東六郷2-8 48,000 32,995 0.69 31,452 0.66 95.3 %
一般国道16号 福生市大字熊川440 48,000 50,483 1.05 44,826 0.93 88.8 %
一般国道246号 世田谷区用賀2-1 48,000 50,378 1.05 55,083 1.15 90.7 %
一般国道246号 世田谷区池尻2-31 48,000 72,279 1.51 46,928 0.98 64.9 %
一般国道20号 世田谷区南烏山6-16 48,000 46,015 0.96 45,764 0.95 99.5 %
一般国道20号 世田谷区上北沢4-29 48,000 51,164 1.07 56,793 1.18 89.0 %
道路交通センサス 現況再現多段階配分
道路
容量
(台）
観測地点地名路線名 再現度
混
雑
度
配分交
通量
（台）
混
雑
度
24時間
交通量
(台）
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 っている．このことから本来多摩川通りを通行しているは
ずの自動車が，配分結果では首都高速 3 号渋谷線に流入し
ていると考えられる．本研究では対象の連立事業周辺の交
通量の再現性が概ね確保されおり，対象事業に対しても離
れた場所にあるため影響を及ぼさないと判断した． 
 
６． 費用便益分析 
（１）費用便益分析の概要 
費用便益分析では，現時点において十分な精度で計測が
可能かつ，金銭表現が可能である移動時間短縮，走行経費
減少，交通事故減少の項目について，道路投資の評価手法
として定着している社会的余剰を計測することにより便
益を算出し，プロジェクト費用との比（以下，社会費用便
益比）を算出することで事業の妥当性を評価するものであ
る．基本的に社会費用便益比の値が 1 を超えなければ事業
の妥当性は確保できないとされる． 
本研究では，4 章で抽出した連立事業の費用便益分析を
行う．費用便益分析は，現行マニュアル（費用便益分析マ
ニュアル＜連立立体交差事業編＞平成 20年 11月 国土交
通省 道路局 都市・地域整備局）8）に基づき試算した．
基準年は各事業の都市計画決定年，割引率 4%とし，高架
事業完了後 50 年間について検討した．  
本来，費用便益分析は費用および便益算出の前提，プロ
ジェクト費用の算定，便益の算定，費用便益分析の実施の
4 段階で行われる（図 6）．しかし，本研究では事業検討
時を前提とし，現地計測を必要とする「踏切交通量等の調
査データ」は使用しないものとする． 当データは踏切通
過交通量や踏切遮断・解放時間の計測，踏切事故歴を指す
が，これらはそれぞれ「移動時間短縮便益」，「交通事故
減少便益」に含まれる．どちらの便益も総便益に対して正
に働き，除外しても安全側に働くと判断したため，本研究
では試算の対象外とした．なおプロジェクト費用について
は「連続立体交差事業を軸とした街づくり事業の事業効果
検討調査報告書 平成 9 年 3 月 建設省」9）より引用した． 
 
 
図 6 連立事業における費用便益分析 概略フロー 
 
（２）分析結果 
費用便益分析の結果を表 4 に示す． 分析に用いる指標
は 1.配分交通量（台），2.移動時間(分)，3.移動速度（km/  
表 4 費用・各便益試算結果 
 
 
 
図 7 道路交通量比較の例（上：事業前，下：事業後） 
 
分），4.リンク距離（km），5.主要交差点数（箇所）が
あり，事業実施前後で 1，2，3 に関しては大きく変化する
が 4，5 に関しては変化しない．対象とした 4 つの事業の
分析結果を元に，各指標がどのように便益に寄与している
かを把握する． 
「江古田～中村橋」の例を図 7 に示す．この事業区間で
は環七，目白通りが交差しており，交通量の増加が約 4 万
台と多く踏切除却によって迂回交通が集中したことが考
えられる．移動時間は 4.34 分ほど減少しており，事業実施
前の交通量も約 6 万台と比較的多いため，社会費用便益比
は 1.30 となり，事業の妥当性が見込まれる． 
「平和島～六郷土手，京急蒲田，大鳥居」では，第一京
浜と環状八号線が存在する事から，総交通量が 8 万台と
元々非常に多く，移動時間も 6.20 分減少していることから
社会費用便益比は 4.20 と非常に大きな値を示した．便益試
算では除外した指標は安全側に働くことから更なる便益
の向上が見込める．  
「平塚～旗の台」では，交差している都市計画道路が全
て 2 車線の小規模な道路である．事業実施前の交通量も 7
千台と少なく，総交通量の増加は 1.5 万台程度となった．
また立体化形式は地下化を採用しており，プロジェクト費
用が高架化と比べ高価である．これにより社会費用便益比
は-0.23 となっており，事業の妥当性は確保できないと判
断される．除却した踏切数が 13 箇所に対し，交差してい
る都市計画道路が 2 本なので，歩行者と自転車の便益を含
める事で事業の妥当性を確保できる可能性があるが，事業
西武池袋線 京急本線・空港線 東急池上線 京急湘南線
63,854 85,157 7,047 35,600
6.93 10.39 5.55 6.31
102,666 95,993 21,600 74,551
2.58 4.19 2.21 2.15
2.02 3.03 1.62 1.84
38,812 10,836 14,553 38,951
-4.34 -6.20 -3.35 -4.16
35,481 73,386 -2,741 15,750
-3,503 1,497 -2,425 -4,970
-1,659 -453 -628 -1,922
23,293 18,500 24,901 41,402
1.30 4.02 -0.23 0.21
青字：大きな値　　赤字：小さい値
社会費用便益比
鉄道路線
プロジェクト費用(百万円）
(百万円/年）
事業区間
配分交通量 増加量(台）
移動時間の減少（分）
(3) 交通事故減少便益
(2) 走行経費減少便益
(1) 移動時間短縮便益
対象連立費用便益分析
事業実施前
事業実施後
の変化
北品川～
南大井
平塚～
旗の台
平和島～六郷土
手ほか
江古田～
中村橋
配分交通量（台）
移動時間（分）
配分交通量（台）
移動時間（分）
事業完了後
リンク距離（km）
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 採択時の社会費用便益比はデータの制約上確認できない
ため，本分析では「平塚～旗の台」での連立事業の効果を
十分に把握することはできなかった．  
「北品川～南大井」は，総交通量が「江古田～中村橋」
同様，4 万台ほど増加しており， かつ移動時間も 4.16 分
とほぼ同じ値を示している．付近に第一京浜や海岸通りな
ど，大容量の道路が密集しており，本来第二京浜や環状七
号線などに分散されていた交通が踏切除却によって集中
したと考えられる．しかし，事業実施前の交通量は 3 万 5
千台と少なく，社会費用便益比は 0.21 となっている． 「江
古田～中村橋」と比べ事業実施前の総交通量に大きな差が
あること．プロジェクト費用も 2 倍ほど多いことから便益
に大きな差が生じた．社会費用便益比から公共事業として
採択されない可能性が高いが，歩行者と自転車に関する便
益は安全側に働いているため，これらの要素を考慮すれば
便益の増加が見込める．  
全体として事業実施前の交通量と移動時間の減少が総
便益に大きく寄与している．踏切除却することで交通量が
増加すると走行経費減少便益が小さくなるが，事業実施前
の交通量が多い箇所においては交通量増加の影響を超え，
便益が大きくなる傾向があることが分かった． 
 
７． まとめ 
（１）結論 
本研究では事業検討時を想定し，国庫補助金が支給され
ていない条件での交通需要予測，及び費用便益分析を行い，
事業効果を概略的に把握する手法を検討した．得られた知
見を以下に記す． 
・実際に事業が行われている区間は事業採択時に事業の
妥当性が認められているものであり，本研究で費用便益分
析を用いた事業検討時における手法では 4事業中 2事業の
妥当性が見込めた． 
・妥当性が見込めなかった事業では，立体化形式による
プロジェクト費用の違いや，交差している都市計画道路の
数，配分交通量の増加量など要因は様々だが，最も関係し
ている要因は事業実施前の交通量であった．これは移動時
間の短縮便益を大きく下げており，結果的に社会費用便益
比も下げる傾向がある．また踏切除却による交通量の増加
は走行経費減少便益を下げる傾向もみられた． 
・本研究における手法では，現地計測データを用いた指
標を除外しているため，事業採択後による従来通りの費用
便益分析を行う事で事業妥当性が見込まれる場合も存在
すると考えられる．  
総括すると，本研究では従来の費用便益分析から自動車
に関する便益のみを試算し，事業実施前の交通量が多い事
業区間による検討においては事業の妥当性を見込むこと
ができたが，「平塚～旗の台」のような歩行者と自転車利
用者が多く存在すると思われる事業区間においては課題
が残る結果となった．しかし，事業検討時における事業効
果を概略的に把握する手法としては，事業採択時の従来通
りの分析を行わずとも妥当性を判断できたものが存在す
るため，課題は残るも実用化は可能であると考える． 
（２）今後の課題 
費用便益分析の結果は交通需要予測の精度が多分に反
映されているため，現況再現性の向上を追求しつづける必
要がある．本研究では道路ネットワークを都市計画情報に
基づいた道路容量と最高速度を定めたが，実際の現地情報
をリンク毎に設定することで，更なる再現性の向上が見込
まれる．本研究では扱わなかったが，都内には未だ多くの
踏切が残っており，連立事業が都市計画決定されている箇
所を対象として現地調査を行った上で妥当性を評価した
ものと，本研究で検討した事業を概略的に把握する手法を
比較分析する事で，手法の精度を言及する事が可能となる． 
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付録 
(1) 社会資本整備総合交付金は，国土交通省所管の地方公
共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し，
自由度が高く，創意工夫を活かせる総合的な交付金と
して創設したもの．同交付金は交付の要件に，中間評
価及び事後評価を当該地尾法公共団体等が規定に基づ
き行うものとして義務付けられている． 
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